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はじめに

　インドネシアは，年６%近い経済成長を続けており（表１），
2011年末から2012年にかけて有力格付け会社がインドネシア
の信用格付けを「投資適格国」へ昇格させる（Fitch Ratings

（2011），Moodyʼs （2012））など，今や世界で最も魅力的な新
興市場の一つとなっている．インドネシアの農業も，経済成
長と軌を一つにして，順調な発展を続けているように見える．
インドネシアが農業生産の拡大に成功し，2015年までに飢餓
人口割合を1990年対比で半減させるという国連ミレニアム開
発目標第一目標（MDG1）を達成したとして，FAOは2013年
６月16日，インドネシアを表彰した（Antara, 2013）．FAOか
らの表彰は，1985年にコメの自給を達成したことに対する表
彰以来二回目のことである．
　一方，インドネシアの農業・農村は，経済成長の中で新た
な問題に直面している．コメは最も重要な食用作物であり，

1970～99年の間，年約1.8%の割合で収穫面積を拡大させてき
たが，2000年以降，その割合は低下している（Kementerian 

Pertanian （MENTAN）, 2014）．特にコメの主要産地であるジャ
ワ島で，経済発展に伴い優良な水田が商・工業用地や宅地に
転換されている（USDA，2012）ことは，将来のインドネシ
アの食料生産に深刻な影響を与える可能性がある．農民の収
入は，天候，農産物価格，病虫害などに強い影響を受け不安
定なだけではなく，都市住民に比べると未だに低い水準にと
どまっている．現在もインドネシアの就業人口の約４割が農
業に従事しているが，若年層の農業就業は減っており，将来
の農業の担い手確保に不安を感じさせる．コメの自給達成に
象徴されるように，農業の生産性は向上したが，化学肥料や
農薬の過剰投入による生態系の破壊や土壌劣化が問題と
なっている．
　成長を続ける中でインドネシアの農業・農村が抱える課題
とその解決策を検討する際のキーワードは就業多様化と商
品経済化，そして地方分権であろう．インドネシアが，2001
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年以降推進している地方政府への権限委譲は，一定の成果を
上げながらも，急速な自治拡大に付随する様々な混乱を行政
の現場にもたらしている．その一方で，中央集権体制が弱まっ
たことは，地方政府や地域住民が，地域開発のあり方を自ら
考える絶好の機会を与えているともいえる．クーデターによ
る軍部の政権掌握など政治の混迷が続くタイは，政治的な権
限が極端に中央に集中しており，地方への権限委譲が事態を
打開する一つの方策として議論されており（The Economist, 

2014），インドネシアの地方分権の行方が注目される．しか
しながら，インドネシアにおける地方分権が本格的に開始さ
れてからまだ十余年にすぎない．地方分権が政策に与えた影
響に関する事例研究が報告されているが（たとえば，地方分
権後の自治体の環境政策立案能力を分析した木村（2003），
自治体における保健サービスの変化を調べたKristiansena and 

Santosob （2006），自治体による特別栽培米振興政策の効果を
分析した杉野ら（2009）など），地方分権の効果を判断する
には，今しばらくの時間が必要と思われる．このため以下で
は，ポスト緑の革命時代における途上国共通の特色とされる
就業多様化と商品経済化に考察の対象を限定する．
　北原（1997，2000）は，1960年代後半以来の東南アジア農
村の経験を，「緑の革命時代」と「ポスト緑の革命時代」と
に時代区分し，ポスト緑の革命時代の特色は，農家の農外就
労の増加と兼業化，および，一部農家だけが担う農業の一層
の商品経済化への動きの二点にあるとしている．また，東南
アジアにおけるポスト緑の革命時代の農業・農村開発の方向
性として，農業はかつてのように農村の全ての者が従事する
唯一の産業，生活様式ではなくなった．農業の衰退を市場法
則だけに任せて，大規模な近代的農業経営の形成だけを追求
すればよいのであろうか．このような問題意識から北原
（1997）は，国民的合意を得られるような農業保護の方法を
模索し，経済的な側面だけではなく，農業を生態系維持，文
化的生活的基盤といった複合的機能を持つ産業として維持
し，ポスト緑の革命時代の農村開発政策がさらに体系化され
る必要がある，としている．
　インドネシアにおいても，ポスト緑の革命時代の特色であ
る，就業多様化と商品経済化が進んでいる．同国の政策は，
こうした変化に対応したものとなっているのだろうか．
　開発途上国の農村部において，農外就業は貧困解消のため
の重要な手段であろう．一方，世帯における農外就業の重要
性が増す中で，農業生産の水準を維持するには，どのような
経営戦略をとればよいのだろうか．
　農業の商品経済化は，突き詰めれば，農業生産によりいか
に多くの利潤を上げるかということになるだろう．その手段
としては，大規模生産によるコスト低減と，生産物の高付加
価値化という二つの異なる方向が考えられる．インドネシア
では，前者の代表がジャワ島以外のいわゆる外島を中心に発

展しているプランテーションである．オイルパームに代表さ
れるインドネシアのプランテーション作物は，同国の重要な
輸出産品であり，急速に生産が拡大しているが，不適切な農
園開発による環境，社会問題が多発している．プランテーショ
ン作物生産を，環境や社会と調和したものとすることは可能
なのだろうか．
　一方土地資源が逼迫しているジャワ島では，有機農業に代
表される高い付加価値を持つ農産物の生産が小規模農家を
中心に取り組まれるようになっている．農産物の高付加価値
化は，低収量，高コスト，化学資材の不適切な使用といった，
小規模農家が抱える問題を解決することができるだろうか．
　前述したコメ収穫面積拡大の鈍化，若年農業就業者の減少，
化学資材の過剰投与といった，インドネシアの農業・農村に
おける問題は，就業多様化や商品経済化と密接な関係を持つ．
優良農地の転用や若年層の農業離れは，農村における職業と
しての農業の地位低下を象徴している．就業多様化は都市住
民との収入格差を縮小しようとする農民の努力の現れであ
ろう．化学資材への過度の依存は，行きすぎた商品経済化1）

の負の側面を示している．
　以上の問題意識から，本稿はまず現状認識を深めるため，
インドネシアの農業政策の推移をたどり，現在の農業政策が
焦点としている課題をまとめる．同時に，こうした政策が，
同国で進展する就業多様化と商品経済化にどのように対処
しようとしているのかを検討する．そして検討結果から，現
在の政策は，商品経済化を強く推進するものであるが，農業
の相対的な重要性が低下するなかで，環境劣化など急速な商
品経済化に起因する問題点に対処し，将来の農業のあるべき
姿を示すものにはなっていないことが示された．そこで，経
済発展の中で同国の農業・農村の進むべき道を考える手がか
りとして，同国で進展する就業多様化と商品経済化に改めて
注目し，既往研究を概観する．商品経済化は，プランテーショ
ン農業と化学資材節減による高価値農産物の生産という二
つの方向性に焦点をあてる．最後に，就業多様化と商品経済
化が進展する中で，インドネシアの農業・農村が抱える問題
を解決するために，今後取り組むべき研究課題を展望する（図
１）．

インドネシア農業農村が直面する課題と政策の展開

　植民地時代のインドネシアは，砂糖，コーヒー，ゴムなど，
植民地物産の生産と輸出に向けた農業生産が中心であり，恒
常的なコメ輸入国だった（加納，2004）．1945年の独立後，
コメ自給を目指す食料作物増産を中心とした政策がとられ，
1980年代半ば以降，ほぼコメの自給が達成できるようになっ
た．スハルト体制下でビマス計画などの食料増産計画が実施
された1960年代後半から84年までは，インドネシアにおける
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「米自給化政策」の時期といえる（米倉，2003）．なおビマ
ス計画とは，農業普及員の指導，村落協同組合による高収量
品種の種もみ，化学肥料，農薬などの資材配給，インドネシ
ア国民銀行によるクレジットの供与を組み合わせたコメ増
産プログラム（スマルジャン・ブリジール，2000）である．
　米倉（2003）は，米自給化以降行われてきた政策は，市場
の機能を高め，市場の決定に経済活動を委ね，資源の効果的
かつ効率的な利用を促す方向の政策であったことから，こう
した政策は構造調整そのものであったとしている．1997年の
アジア通貨危機は，インドネシアの農業政策にも大きな影響
を与えた．当時のスハルト政権が，IMFから緊急財政支援を
受ける際，融資の条件として，農業分野の構造改革を受け入
れた．この結果，農民への肥料補助金等の補助金が撤廃，削
減されるととともに，市場の自由化，行政の地方分権化が実
施された（西村，2008）．
　米自給化からアジア通貨危機に至る時期の政策は，経済的・
農学的に適切な作物を適切な地域で栽培する適地適作（米倉，

2003）など，商品経済化に対応したものであった．就業多様
化については，1989年に開始された第５次５カ年計画で，農
業の基本問題の一つとして雇用の問題がとりあげられ，農村
内での雇用制限的な労働慣行の指摘や，ポストハーベストの
技能向上のために中等教育を受けた者が農業を希望するよ
うでなければならないといった提言が行われた（米倉，
2003）が，就業多様化の進む中での農業・農村のあり方2）に
ついては，触れられていない．
　現在のインドネシアの農業政策に関する計画は，まず
2005⊖2025 年を対象期間とする長期国家開発計画（National 

Long-Term Development Plan: RPJPN）がある．この中で農業・
農村開発の目標は，農民の福祉を向上させるため，アグリビ
ジネスの発展により農業の効率化，近代化，付加価値向上を
図ることとされている（Republik Indonesia, 2007）．一方，同
期間を対象とする農業分野の長期計画として，長期農業開発
計 画（Long-term Agricultural Development 2005⊖2025 Vision and 

Direction）があり，食料自給を保証し，農業コミュニティ繁

表１　インドネシアの主な経済・農業指標

年 1980 1990 2000 2010 2011 2012

1人当たりGDP （USD） 536 641 790 2,947 3,471 3,557 
GDP成長率（年%） 8.7 9.0 4.9 6.2 6.5 6.2 
農業GDP比率（%） 24.0 19.4 15.6 15.3 14.7 14.4 
農業就業人口比率（%） 56.4 55.9 45.3 38.3 39.0 35.1 
稲収穫面積伸び率（年%）a 1.4 1.7 1.2 1.2 ― 0.7 

a 表示年以前10年間の平均．ただし2012年は過去２年間の平均．
出典：World Bank （2014）, Kementerian Pertanian （MENTAN）（2014）．

図１　本稿の構成
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栄のために競争力があり，平等で持続可能な農産業システム
の実現を目標に掲げている（西村，2008）．さらに，５年間
を計画期間とする中期農業開発計画（Indonesia Agricultural 

Development Plan）があり，2010⊖2014年を計画期間とする最
新の計画では，①自給の達成（大豆，砂糖，牛肉）と維持（コ
メ，トウモロコシ），②食料消費の多様化，③高付加価値化，
競争力の向上，輸出の増大，④農家の福祉向上（収入を年平
均11%増加）の４点を主要な目標としている（Kementarian 

Pertanian （MENTAN）,  2011）．本計画は，Good Agriculture Prac-

tices （GAP）への対応やトレーサビリティー向上など，商品
経済化への対応を多数含む一方，農業の現状を「経済活動と
いうよりは，文化・伝統的な活動に留まっている」（1．2．3
項 農業発展の課題）と述べるなど，商品経済化の一層の加
速を求める記述もみられる．化学資材の不適切な使用や，プ
ランテーション企業による土地収奪3）など，商品経済化がも
たらす弊害についてはどうだろうか．環境破壊へ対処するた
め，環境に優しい農業システムの重要性は随所で認識されて
いるが，企業と小規模農民の紛争については，特段の対策は
述べられていない．一方，就業多様化については，農家世帯
の収入増加のため，観光農業や農産加工等の農外活動を促進
すべきとしている．ただし，農地転用による優良農地の減少
や，教育を通じた農業労働者の技能向上の必要性に触れられ
ているものの，農村における農業の地位低下に対する対策は，
ほとんど述べられていない．わずかに，後継者対策を述べた
項で，アグロインダストリーの創造によって産業としての農
業の魅力を向上させ，学歴の高い若年層を次世代の農業の担
い手として取り込むべきとの記述がみられるのみである．ま
た，農家の資金アクセス改善が農政の重要課題として強調さ
れているが，その対策は制度融資による資金提供が中心であ
り，農外就業により得た収入の農業への投資といった視点か
らの議論は行われていない（Kementarian Pertanian （MENTAN）,  
2011）．
　一方，2011年に発表された，Master plan: Acceleration and Ex-

pansion of Indonesia Economic Development 2011⊖2025（Republic 

of Indonesia, 2011）は，インドネシアが2025年までに世界の10
大経済発展国の一つとなり，さらに2050年までに６大国の一
つとなることを目標とし，８つのメインプログラム（農業，
鉱業，エネルギー，工業，海洋，観光，テレコミュニケーショ
ン，戦略的地域の開発）と22の活動（農業関係では，食用作
物生産，食品産業，パームオイル，ゴムなど）で構成され，
①６つの経済回廊（スマトラ，ジャワ，カリマンタン，スラ
ウェシ，バリ-ヌサテンガラ，パプア-マルク諸島）の開発，
②接続性改善（人，物資，サービス，資金，情報等が国内外
で自由に迅速に動くことを可能とすること），③人材開発と
科学技術の強化，の三点を実施していくとしている．本計画
は，RPJPNなど既存の中長期計画を補完するとの位置づけで

あるが，国内に６つの経済回廊を設定し，経済発展が既に著
しいジャワ島だけでなく，その他の地域（外島）についても
各地域の特色を活用した経済発展計画を実施しようとする
姿勢を明確にしている．佐藤（2011）は，かつてスハルト体
制が推進した軽工業から重工業に至る全方位的工業化を「フ
ルセット主義」工業化政策と呼んだことになぞらえ，現在の
ユドヨノ政権が策定した本マスタープランを，対象とするセ
クターを工業から全産業に，対象とする空間をジャワ島中心
から全国へ拡張した「フルセット主義Ver.2.0」と名付けている．
　以上のように，独立後のインドネシアは，主食であるコメ
自給から市場の機能を高める構造調整へと農政の焦点を変
化させてきた．さらに経済成長が軌道にのる中で，インドネ
シアは主要農産物の自給・輸出を維持しながら，未だ労働人
口の多くが従事する農業分野について，農家世帯が他産業従
事者に比肩できる世帯収入を得られるようにすることを農
業政策の課題としている．一方では，人口稠密で経済発展の
著しいジャワ島と，それ以外の外島との経済的な格差を縮小
することも求められている．また，同一地域内でも，都市と
農村の経済格差は大きい．こうした様々な格差を是正するこ
とも重要である．
　ポスト緑の革命時代の特色である就業多様化と商品経済
化への対応はどうだろうか．各種中長期計画で強調される「ア
グリビジネス」の重要性に示されるように，商品経済化につ
いては，自給的な農業から生産物を販売するビジネスとして
の農業をめざす姿勢が随所にみられる．しかしながら，北原
（1997，2000）が指摘するように，全ての農家が商品経済化
の担い手となれるわけではない．就業多様化が進むなかで，
世帯収入源としての農業の役割は低下するが，食生活に占め
るコメの重要性は高く，多くの農家は自家消費用の作物，特
に飯米生産を中心とした農業を継続するだろう．こうした農
家は，商品経済化の担い手にはならないものの，食料安定供
給に重要な役割を果たすことができる．商品経済化を支援す
る一方で，就業多様化により増加するであろう自給的農家の
役割をどのように位置づけるのか．将来の農業の担い手像に
関する議論が，現在の政策には欠けているようにみえる．就
業多様化については，農業に関連する資材生産や加工といっ
た川上・川下産業との連携といった政策はみられるが，農村
や国内経済における農業の相対的な重要性が低下するなか
で，農業をどのように発展させていくべきか，という視点が
欠けている．また，行きすぎた商品経済化がもたらす環境や
社会への影響に関する対策も，十分とはいえない．
　次章以降，経済発展の中でインドネシアの農業・農村の進
むべき道を考える手がかりとして，同国で進展する就業多様
化と商品経済化に注目し，既往研究を概観し，現下の問題点
を明らかにするとともに，今後の研究活動に求められる方向
性をさぐっていこう．就業多様化については，海外出稼ぎを
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含む農外就業の役割と重要性を顧みた後，就業多様化が農業
に与える影響を考察し，さらに将来の農業の担い手像を議論
するために明らかにすべき課題を提起する．商品経済化は，
たいへん幅広いテーマであるが，ここではオイルパームを中
心とするプランテーション農業と，高付加価値化に焦点を当
てる．プランテーション農業は，企業的経営を農業に導入し
た商品経済化の代表例であるが，不適切な開発による環境・
社会問題など，商品経済化の負の側面が顕在化している．こ
うした問題を解決する手段の一つとして，NESとよばれるプ
ランテーション企業と小規模農家の協力スキームおよび近
年その重要性が高まっているとみられるいわゆるCSR活動に
注目する．高付加価値化は，規模拡大が困難な小規模農家で
も収益向上を実現できる有益な手段である．特に本稿では，
商品経済化の弊害である環境問題にも対処できる，有機農業
などの化学資材の使用節減による高付加価値化の可能性を
考察する．

就業多様化

　開発途上国における伝統的な農家世帯のイメージは，就業・
収入の大部分を農業に依存するというものだが，現在は，農
村における農業以外の活動の重要性が，次第に強まってい
る．以下ではまず，途上国地域全体を対象にした文献を検討
し，続いて，インドネシアの就業多様化に関する文献を整理
する．
　Reardon （1998）は，農村における農業分野以外の経済活動
が，開発途上国の政策立案者にとってより興味深い事項と
なっている理由を以下のように整理している．第一に，農外
就業から得られる収入が，農家世帯におけるより重要な収入
源となっており，収入の改善は食料へのより容易なアクセス
を意味することから，食料安全保障の観点からも重要と考え
られることである．収入源を多様化することは，農村の無秩
序な都市化や，環境資源の収奪を防止することにも役立つ．
第二に，農民の融資へのアクセスが困難なことを考慮すると，
農外就業による収入が，農業の生産性を向上させるための投
資に利用されることである．生産性が向上すれば，食料価格
は低下し，都市への食料供給が安定するというメリットもあ
る．第三に，農業は，川下の流通・加工業，川上の農業資材
製造業など，関連する農業以外の産業部門と密接な関係を持
つ．農業生産が伸びれば，原料供給増による加工業の発展や，
肥料や農業機械といった資材の需要拡大が期待できる．特に
小規模農家は，農村内の非農業従事者との取引が多く，農業
と農外就業を一体的に成長させることは，農村の貧困対策と
してたいへん有効と考えられることである．
　Lanjouwb and Lanjouw （2001）は，農村の非農業部門は，長
年にわたり低い生産性で低品質の製品を生み出す分野とし

てとらえられていたが，こうした見方は次第に変化しており，
いまや非農業部門は農村の発展，雇用拡大，貧困解消，都市
への人口集中抑制に役立つと考えられるようになったと述
べている．
　農村における農外活動の重要性を認める一方で，Reardon

（1998）は，農外活動をめぐる様々な問題の存在を指摘して
いる．農村における最貧困層は，農外就業による収入を最も
必要としているにもかかわらず，教育・技能・資本といった
農外活動を始めるのに必要な条件を持たない．一方で，富裕
層は，農外就業の必要性は低いが，農外活動を行うための資
産へのアクセスは容易である．また，農業生産力が低く，農
外活動の必要性が高い地域ほど，必要なインフラが整備され
ておらず，農外活動を行うには困難が多い．こうした状況を
Reardonは，世帯間のパラドックス（interhousehold paradox），
地域間のパラドックス（interzone paradox）と名付けている．
地域間のパラドックスを解消するには，農村部に民間投資を
呼び込む市場開放的な政策が有効だが，こうした政策が，大
規模な製造業者や小売店の農村進出によって，地域の小規模
な業者を排除し，結果として貧困層の農外就業機会を奪わな
いよう，注意を払う必要があるとしている．
　Haggblade et al. （2010）も，農外就業の促進が重要な政策課
題になる一方で，過度の期待を寄せることは禁物との見解を
示している．農村における農外収入の比率が増加しているこ
と，非農業部門の雇用が増加していること，食品の屋台，物
売り，バイクのタクシーなど少ない資本で起業できる場合が
多いこと等から，政策立案者は，農村における非農業経済の
発展に貧困解消の手段として高い期待を寄せることが多い．
しかし非農業部門の発展による貧困解消は，自動的に起こる
ものではない．農外就業の増加が農村経済を活性化させるた
めには，農村における非農業分野の生産性を向上させ，雇用
者の収入向上を図ることを支援する政策が必要である．さら
に労働市場の流動性を高めて，貧困層が市場の成長分野にア
クセスすることを可能とすることが重要だと述べている．
　Estudillo and Otsuka （2010）は，土地資源が希少化する中で
アジアの農民が貧困から脱却するパターンとして，新技術導
入による稲作の生産性向上で収入を改善するとともに，段階
的に農外収入の比率を増やしていることに注目した．こうし
た農外就業の拡大は，農家の子弟が増加した世帯収入を使っ
てより高い教育を受け，高い収入の得られる職を得ることに
より急速に進むとしている．
　このように開発途上地域で，農外就業が農村の貧困解消の
有力な手段と認識される中，インドネシアでも農外就業に関
する報告が数多く行われている．
　収入や雇用に対する貢献については，Booth （2002）は，
1983年と1993年の農業センサスデータを用い，インドネシア
各地域における経営規模別・世帯収入規模別の農業世帯の世
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帯収入に占める農外収入の割合を分析し，農外収入の重要性
を指摘している．また，Wiradi （1983）も，ジャワ島の12村
における農村調査結果に基づき，農外収入の農村家計におけ
る重要性を報告している．さらにHayami et al. （1988）は，イ
ンドネシアにおけるダイズ加工を例に，農産加工業は農業生
産そのものと同等かあるいはそれを上回る収入と雇用を提
供することを述べている．Suryahadi et al. （2009）は，インド
ネシアにおける統計データを分析し，農村部における農業部
門の成長は農村部の貧困解消に大きく貢献し，インドネシア
における貧困解消の最大の要因である一方，非農業部門特に
サービス業の成長は，都市部のみならず農村部でも貧困解消
に大きく貢献するようになっていることを報告している．一
方，横山（1999）は，西ジャワ州における農村調査結果から，
インドネシアの高度経済成長は，純農村部にも非農業の雇用
機会を大幅に拡大させ，人的資源の高い者は土地へのアクセ
スが無くても高い経済的地位を確立したことを報告し，この
ことから，「土地無し」農民を一括して最底辺に位置づける
ことはできないとしている．
　インドネシアにおいても，農外就業には，農村部のインフ
ラ整備，教育水準など，農業以外の様々な要因が影響してい
る．Olivia （2010）は，開発途上国の農村において，インフラ
へのアクセスが非農業部門から得られる収入に与える影響
を調べるため，インドネシアの4,000戸の農家調査データを
分析している．その結果，特に道路と電力へのアクセスが農
外就業の可否とそこから得られる収入に強く影響している
ことを明らかにした．
　次に視点を変えて，農業が農外就業に与える影響に関する
報告をみてみよう．Rietveld （1988）は，主にジャワ島を中心
とするインドネシアの14農村の調査結果を分析し，農家世帯
の農外収入は，都市へのアクセスといったインフラに加え，
農村の農業を巡る諸条件，特に農業収入に由来する農家の購
買力，農業生産の集約度，土地利用，といった要因にも強く
規定されることを報告している．さらに水野（1993）は，西
ジャワ州における農村調査では，土地所有規模と農外収入が
比較的相関していることを報告している．一方，Effendi and 

Manning （1994）は，中部ジャワ畑作地帯の農外就労の実態
調査から，土地所有規模や農業経営規模と農外就労収入との
相関関係は明確ではなく，階層間の格差は少ないと報告して
いる．
　農外就業は，無条件に実現できるわけではない．Kristian-

sen （2003）は，1997年のアジア経済危機後，失業者がどのよ
うに農村で職を得たかを分析している．経済危機後インドネ
シアにおける失業者が急増し，その多くが農村部での就業機
会を求めた．だが，農村部では，土地資源は既に限定されて
おり，農業部門における失業者の吸収は難しかった．失業者
の多くが，農外部門への就業を試みたが，特に教育水準の低

い貧困層にとって，情報や資本へのアクセスが困難なことか
ら非農業部門への就業の障壁も高かったとしている．情報の
非対称性を解消するため，貧困層の教育と情報提供を進める
ことが農外就業の促進には重要と結論している．
　Yamauchi et al. （2011）は，1995⊖2007年のインドネシアにお
ける農村センサス調査データ等を用い，道路の改善により移
動が容易となることは農家世帯の収入改善と非農業部門へ
の労働移動を促進するが，その効果は，世帯員の教育歴と経
済活動の中心地からの距離に強く規定されることを報告し
ている．特に教育歴については，初等教育以降の中・高等教
育の有無が強い影響を持つ．一方，土地所有面積は，道路の
改善による収入改善と農外就業促進には有意な影響を与え
なかったとしている．
　一方，農外就業が生産活動としての農業へ与える影響とし
ては，農外就業によって得られた収入が農機具や肥料･農薬
などの購入にあてられることによるプラスの効果を報告し
たものが多い．
　Meindertsma （1997）は，ロンボク島の低地農村の農民を事
例として農外就業が農業に与える影響を分析した．農外就業
で得られた収入の多くが農業に投資されており，農民は最も
生産性と収益が高くコストの低い生産システムを選択する
ことが可能となり，調査村における農業は，農外就業と比肩
し得る競争力を得たとしている．また，杉野ら（2008）も，
西ジャワ州における農村調査結果から，農外就業への依存が
高まっても，農家は農業への投資を依然として重要と考えて
いることを報告している．
　農外就業におけるジェンダーの問題については，Evers

（1991）が，70⊖80年代にかけてのジャワ島農村部における
農外収入の伸びが，主に小商いに従事した女性労働者に起因
していること，Rijkers and Costa （2012）が，比較対象とした
他国の事例とは異なり，インドネシアでは，女性が起業した
非農業部門の経営体は男性のそれに比べ規模や生産性に差
がなかったことなど，女性が農外就業に果たす役割を評価し
たものがみられる．
　農外就業に関するネガティブな見解もある．Tambunan 

（1995）は，貧困層は農外就業を貧困から脱却するための最
後の手段とすることから，開発途上国における農村工業の発
展は，農村の発展というよりは貧困の証であるとされること
が多いと主張している．農村工業へ従事する動機は農村を巡
る社会経済的な環境によって影響されるものの，西ジャワ州
の農村で行った調査では，農村工業に従事する者の多くは低
学歴で，貧困解消のためやむを得ず事業を行っている者が大
部分だったことを報告している．
　海外出稼ぎは，多様な農外就業機会の中でも，特別な技能
がなくても大きな収入を得られる可能性のある点で，たいへ
ん魅力的な選択肢である．Breman and Gunawan （2002）は，
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1980年代末から90年代末までに西部ジャワの２つの村でおこ
なった調査結果をもとに，1997年の通貨危機は，農外雇用へ
甚大な影響を与え，インドネシア首都圏への出稼ぎから帰還
する者が続出したが，通貨ルピアの為替相場下落もあいまっ
て，女性労働者の海外出稼ぎが有力な収入源となったことを
報告している．これまで，海外出稼ぎが抱える問題として，
出稼ぎ先における劣悪な労働条件や給料未払い，雇用主によ
る虐待などが注目されることが多かった．（例えば，Ang-

graeni, 2006）．また，2007年に日本とインドネシアとの間で
Economic Partnership Agreement: EPA （経済連携協定）が締結さ
れ，インドネシアから看護士と介護福祉士を日本へ送り出す
ことが可能となったため，こうした制度により来日した看護
士・介護福祉士の来日動機や問題点に関する研究も近年は多
い（例えば，安立ら（2010））．杉野ら（2010）は，海外出稼
ぎ者を多く送り出している西ジャワ州農村を事例として取
り上げ，海外出稼ぎが農家家計や農業生産に与える影響を分
析している．収入の点だけみれば，海外出稼ぎは確かに魅力
的だが，海外出稼ぎは農繁期の一時帰郷が難しいなど，国内
出稼ぎとは異なる視点から，農業へ与える影響を検討してお
く必要がある．
　以上のように，貧困解消の手段として，インドネシアを含
む開発途上地域全般で，農村における農業以外の活動の重要
性が高まっている．農外就業は，インフラや教育水準といっ
た農業以外の要因に加え，経営規模や集約度などの農業自体
の影響も受けるとの報告もある．農外就業が農業に与える影
響は，投資力の向上によるプラスの効果を報告したものが多
いが，職業としての農業の重要性が低下するなかで，農家が
どのように自らの経営を発展させていくのかを提示したも
のはみられない．2015年に発足予定されているAEC （ASEAN

経済共同体）に代表されるように，インドネシアの農業は，
従来以上の国際競争に直面している．プランテーション作物
など，インドネシアが国際競争力を持つ農産物は，地域経済
統合により受益することが期待される．一方，小規模農家が
生産の主体である食用作物は，価格的に輸入農産物に対抗で
きないものが多く，一層のコスト低減が難しい農家は，収益
だけを考えるのであれば，農業からの撤退を強いられるかも
しれない．地域経済統合の進展など，インドネシアの農業に
影響する様々な要因を見据えながら，就業多様化と農業の維
持・発展を両立させる戦略の形成が求められているといえる．

商品経済化

　農業の商品経済化の手段として，大規模生産によるコスト
低減と，生産物の高付加価値化による価格の向上の二つの方
向性がある．前者の代表はプランテーション農業，特にイン
ドネシアで生産拡大が著しいオイルパームが好例であろう．

以下では，まずインドネシアのオイルパーム生産に関する議
論を取りまとめ，次に生産物の高付加価値化について論じる．

拡大するインドネシアのパームオイル産業と農業 ･農村経
済の変容
　プランテーション作物の生産と社会との調和という観点
を中心に，既往研究の概要をまとめる．
　オイルパームは，単位面積あたりから収穫される油脂の量
（2.8t/ha）がダイズの約７倍であり（Stone，2007），極めて
生産性の高い油料作物である．栽培地域は熱帯に集中してお
り，生産量（パーム果実）は，インドネシアが年間86百万ト
ン，マレーシアが84百万トンで，両国で世界総生産量の約８
割を占めている（FAO，2012）．安価な油脂として食生活の
変化や人口増により需要は拡大している．最近は，バイオ
ディーゼルの原料としても利用が増大している．
　オイルパーム栽培から得られる収益は高い．Belcher et al. 

（2004）は，東カリマンタンの森林地帯におけるオイルパー
ム，ゴム及びラタン（藤．家具の原料となる．）の収益性を
比較し，オイルパームが最も収益高く，ラタンがそれに次ぎ，
ゴムは赤字となったことを報告している．Sayera et al. （2011）
も，オイルパームは湿潤熱帯に適した収益性が高い作物で，
適切な管理を行えば炭素収支もプラスになるなど，栽培期間
を通じて環境保全に貢献できる可能性を持つと述べている．
一方で，急速なプランテーション拡大に伴う天然林の破壊や，
貧困層の土地収奪により，環境・社会分野の活動家からオイ
ルパーム生産者は非難を浴びている．オイルパームが開発に
貢献するためには，荒廃地の利用，収量の改善，小規模農家
の育成といった対策が重要である．現実には明確な地域開発
計画が存在せず，政府による土地利用権の保護も弱いなかで
オイルパーム栽培が拡大することが多い．以上からSayera et 

al. （2011）は，貧困層の犠牲のもとに企業がパーム農園の拡
大を行うことがないよう，企業のガバナンスの適正化が重要
であると結論している．
　一方，プランテーション企業と地域社会の関係は必ずしも
良好とは限らず，インドネシアでオイルパームに関する問題
に対処しているNGOのSawit Watchは，2006年以来 632のコ
ミュニティーが，パーム油生産者と紛争を起こしていると報
告している（IRIN，2010）．
　特に土地をめぐる紛争は，近年の世界的な食料価格高騰を
契機として，途上国への大規模な国際農業投資が増加し，こ
れが「農地争奪」（land grabbing）として国際社会の注目を集
めている（von Braun and Meinzen-Dick, 2009）．Anseeuw et al. 

（2012）は，こうした開発事業のうち農業を目的としたもの
は開発面積の78%で，うち約３/４がバイオ燃料の原料作物
生産が目的であることを報告している．Haralambous et al. 

（2009）は，バイオ燃料用作物や，作物生産のアウトソーシ
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ングによる外資の大規模農業投資の主要対象国の一つとし
てインドネシアが注目を受けているという．Deininger and 

Derek （2011）は，農民の土地保有権が脆弱な環境下では，こ
うした事業のメリットは少なく，環境破壊と資源収奪を起こ
す危険性を指摘している．またHLPE （2011）は，大規模プ
ランテーションは労働節約的であり，創出される雇用はたい
へん少ないことを報告している．
　インドネシアにおいて，オイルパームプランテーションが
地域コミュニティーに与える影響については，これまでに
様々な研究が行われている．Obidzinski et al.（2012）は，パプ
ア州，西パプア州，西カリマンタン州のオイルパームプラン
テーションについて，経済・社会・環境インパクト（収入，
食料へのアクセス，住居，森林資源へのアクセス，水質等）
についてポジティブまたはネガティブなインパクトがあっ
たのか，元地主，共有地利用者，小規模農家，雇用者，周辺
住民の５集団から回答を得，プランテーション開発による利
益の分配は公平ではないと結論している．
　Tiominar （2011）は，リアウ州の一農村を例に，オイルパー
ムプランテーション開発による影響を，農家，関係政府機関，
プランテーション企業へのインタビューにより調べ，オイル
パーム生産の拡大は，インドネシアの貧困と失業解消の役に
は立たないと結論している．本報告によれば，持続的なオイ
ルパーム生産の認証機関であるRoundtable on Sustainable Palm 

Oil （RSPO）から認証を受けた企業であっても，地元農民と
農地に関する紛争を起こしており，国際的な認証が必ずしも
地域コミュニティーとの良好な関係を保証するものではな
いと警告している．
　インドネシア政府は，1977年から，Nuclear Estate Smallhold-

ers （NES）と呼ばれるオイルパームプランテーション開発プ
ログラムを実施している．本プログラムは，企業がプランテー
ション開発を行う際，開発された農地の一部を小規模農家に
分配することにより，地域社会に開発の利益を分配すること
を目的としている．農地が分配される小規模農家は，開発予
定地で慣習的な土地利用権を保有する地域住民や，人口稠密
なジャワ島からの移民者で，通常１農家あたり約２haの農地
が分配される．企業は小規模農家に資材提供や技術指導等の
支援を行う一方で，小規模農家は生産されたパーム果実を企
業に売却するという，一種の契約栽培が実施される（DJP, 

1992）．Baumann （2000）は，契約栽培とプランテーションを
セット（nucleus-estate model）にすることで，プランテーショ
ンの政策的な受容度（political acceptability）が増加する4）とし
ている．
　しかしNESは，プランテーション企業と，周辺地域の小規
模農家がともに受益することを目的として実施されたが，現
実には，目的を達成した例は少ない．この理由としてJelsma 

et al. （2009）は，農園管理のために構成された農家組合（KUD）

が，プランテーション企業からの指示を上位下達するのみで，
農家が自主性をもって経営改善に努力することを促す組織
でなかったこと，小規模農家の栽培面積は，企業が直接管理
するプランテーション農園に比較して小さく，企業が小規模
農家の経営改善を支援するインセンティブが乏しかったこ
と等を指摘している．
　Feintrenie et al. （2010）は，ジャンビ州で行われたNESを対
象として，小規模農家によるオイルパーム生産のメリットを
調査し，不明確な土地利用権，農家組合のリーダーシップ欠
如が発展の制約となるものの，こうした問題をクリアできれ
ば，オイルパームは小規模農家にとって利潤の高い作物とな
り得ると結論している．
　Rist et al. （2010）は，ジャンビ州，西・中・東カリマンタ
ン州におけるNES等の小規模オイルパーム農民スキームの事
例を調査し，ジャンビ州以外の事例では，小規模農民スキー
ム5）のメリットが実現されておらず，肥料費の負担や，入植
はしたものの親族から離れた農園での生活に耐えられず，収
穫前に農園を売り払ってしまう農家が多いことを報告して
いる．また，契約内容を農家が理解していない，企業の投資
促進をあせる地方政府の不十分なコーディネート（企業によ
る農家支援体制が整う前に，農民を入植させてしまう），小
規模農民組合の長が自分の利益しか考えない（有能なリー
ダーの不在），不明瞭な土地権利（企業は正当に土地を購入
したのに，農家は搾取されたと誤解する例がある），土地価
格高騰（インフラ開発により土地価格高騰したのを，農家は
安値で土地を買いたたかれたように誤解）などが，本スキー
ムの問題点であるとしている．
　Jelsma et al. （2009）は，NESの成功事例である，西スマト
ラ州West Pasamanの NESP Ophirプロジェクトの成功要因を分
析している．他の小規模農家スキームでは，形式上農家グルー
プが農園の自主的な管理機構として組織されているものの，
実際には農家は個人単位で働いていることが農家間の管理
の差を生み，生産性が向上しない原因となっている．一方，
Ophirプロジェクトでは，農家組合に生産の責任を持たせ，
オイルパーム生産収益は組合の農家間にほぼ均等に配分さ
れるシステムを採用したことが，同プロジェクトの成功の要
因だったと報告している．ただし，自律的な農家（self-reliant 

farmers）6）の概念が当時のインドネシア政府には受け入れられ
ず，主体性を持った農家組織を作ることができなかったので，
Ophirの経験を他のNES事例に広げることは難しかったと報
告している．
　Ophirプロジェクトは，ドイツの国際協力機関GTZの支援
を強く受けた事例だが，一般のNESにおける成功事例もある．
杉野ら（2013）は，リアウ州の民間パーム油企業によるNES

事例について，NESに参加した農家とそれ以外の農家のオイ
ルパーム収量を規定する要因を分析し，NESへの参加が，肥
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料や優良種苗へのアクセスによって収量を増加させる効果
を持つことを明らかにした．
　インドネシアでは，2007年に企業の社会的責任（CSR）に
関する法律が整備され，企業に対しCSR活動が義務付けられ
る（Rosser and Edwin, 2010）など，企業の社会的責任に関す
る意識が高まっている．こうした中で，プランテーション企
業の中にも，地域社会との良好な関係を構築するため，様々
な努力を行うものも現れている．
　Gabungan Pengusaha Kelapa Sawit Indonesia （GAPKI）（2009）
は，インドネシアのパーム油企業が，教育，保健，社会開発，
環境保全等の分野で様々なCSR活動を実施していることを報
告している．Direktorat Jenderal Perkebunan （DJP）（2011）も，
同国の主要なパーム油企業について，CSR活動の内容や予算
を報告している．また，個別のパーム油企業の中には，CSR

活動に関する報告書を定期的に公表しているものもみられ
る（例えばPT Astra Agro Lestari （2012））．一方，インドネシア
におけるCSR活動を規定する要因に関する報告は，東南アジ
アを含む世界各地で実施された，CSR報告書の公表を規定す
る要因に関する既往研究のレビューを行ったFifka （2013），
インドネシアを含む企業関係者に対する調査からCSR情報公
表を規定する要因を分析したShauki （2011）等があるが，パー
ム油企業のCSR活動を規定する要因に関する報告はみられな
い．
　以上のようにオイルパームに代表されるインドネシアの
プランテーション農業による商品経済化は，確かに高い収益
性を実現しているが，小規模層が十分に受益していないなど
所得分配面で社会的な不満を醸成し，さらに環境問題などに
よって地域社会への悪影響だけではなく国際的な非難にも
曝されている．政策プログラムとして1977年から実施されて
きた小規模農家支援のためのNESや民間企業によって主体的
に取り組まれるCSR活動が，これらの問題に対処する数少な
い方策として注目される．これらの活動を概観すると，態様
は事例間で大きく異なり，今のところ期待される成果を上げ
ているものは非常に少ない．オイルパーム生産と地域・環境
の調和を実現する上で，数少ない成功事例を考察しその要因
を探ることが，今後の研究における一つの方向性として示唆
されよう．

インドネシアにおける農業生産の高付加価値化
　次に，農業の商品経済化のもう一つの方向である，農産物
の高付加価値化をみてみよう．
　経済のグローバル化のなかで，多くの途上国では低価値の
基礎的食糧を輸入に依存し，付加価値の高い農産物を輸出す
るNACs （New Agricultural Countries:新興農業国）化が進んでい
る（岩佐，2005）という．東南アジアでは，AECをはじめ，
AFTA（ASEAN自由貿易協定）やCAFTA （中国・ASEAN自由

貿易協定）などの経済連携を通じて，ASEAN各国に分業体
制が形成されつつある．インドネシアでは，ベトナムやタイ
からのコメ輸入への依存が高まる一方で，パーム油や天然ゴ
ムなどのプランテーション作物が，主要な輸出品目としての
地位を高めている（賴，2007）．
　開発途上地域では，穀物やその他の澱原作物を中心とする
主食用作物の重要性が相対的に低下する一方で単位収量，面
積，熱量当たりの経済的価値が高い高価値農産物（high value 

agricultural commodities）の重要性が増している．高価値農産
物の成長は，生産者，加工業者，流通業者，販売者の緊密な
連携を必要とするが，こうした垂直的統合は，小規模農家に
成長の機会を与える一方で，高価値農産物の生産コストは高
く，リスクも大きく，消費者が求める高い品質の農産物を供
給できない小規模農家は，サプライチェーンから排除される
可能性を持つ（Gulati et al., 2007）．
　「インドネシア農業農村が直面する課題と政策の展開」の
節でも述べたように，５年間を計画期間とするインドネシア
の中期農業開発計画（Indonesia Agricultural Development Plan）
では，2010⊖2014年を計画期間とする最新の計画で，高付加
価値化を４つの主要目標の１つに掲げている．高付加価値化
は，①農産物の品質向上（インドネシア標準規格：SNI，有
機農産物認証基準，GAP等による認証の推進），②農産物加
工の推進，③国産品による輸入代替と国内加工の促進（国産
乳製品振興，代替物利用による小麦輸入の削減，カカオの加
工促進），④国際競争力を持つ果実，花卉等の輸出促進等を
具体的に実施することとしている（Kementarian Pertanian 

（MENTAN），2011）．
　こうした高付加価値化の戦略の中で，インドネシア政府は
2000年に「Go Organic 2010」と呼ばれる有機農業振興の10ヶ
年計画を構築するなど，有機農産物に対する強い関心を示し
ている．世界における有機農産物の需要は拡大しており，イ
ンドネシアが有機農産物の生産を増やすことによる外貨獲
得と農家の所得増が期待されている（Damardjati, 2005）．同
国における近代的な有機農業は1984年に西ジャワ州ボゴール
市郊外に設立された有機野菜農園が端緒とされ（Prawoto and 

Surono, 2005），2011年時点で全国で約７万４千haで有機農業
が実施されている（FiBL and IFOAM, 2013）．コーヒーが栽培
面積の多くを占め，食用作物では野菜が中心であり，コメを
含む穀物がそれに次いでいる（Ariesusanty, 2011）．2002年に
Indonesian National Standardization Body （BSN）によって，有機
農産物の生産基準（National Standard for Organic Food）が制定
されたが，本基準による認証は，法律等による義務づけは行
われていない．従って，認証を受けていなくても，有機農産
物と表示することができる．コメはインドネシアの最も重要
な食用作物であり，自給率の向上，維持が政策課題となって
いる．また，有機米生産に代表されるコメの付加価値向上の

63杉野・小林：経済発展に伴うインドネシア農業・農村の変化と課題



試みも，各地で行われている．
　Sukristiyonubowo et al. （2011）は，インドネシア中部ジャワ
州スラゲン県で，通常栽培米，減農薬・化学肥料米，有機米
の３つの生産地域を比較し，土壌肥沃度の改善，より高い生
産物価格と収益，生産物の品質向上，病害虫の減少が，通常
栽培から有機栽培への転換理由であることを指摘している．
　MacRae （2011）は，バリ島における２つの有機米生産プロ
ジェクトを分析し，農村で入手可能な有機肥料で化学肥料を
代替することにより，生産費低減と生産性向上に成功したこ
とを報告している．一方，バリ島における有機米の市場は成
長しつつあるがまだ小さく，ローカル市場だけでは大量の有
機米を販売することは困難であること，バリ島外への消費者
への直売により市場を拡大しようとした企業の試みが，農家
との意思疎通不全により失敗に終わったことを指摘し，有機
米の流通は，生産に比べより困難が大きいと述べている．そ
の一方で，2009年から政府の支援により始まった，農家自身
がメンバーとなる有機米販売組織の形成促進事業は，農家自
身が販売事業を管理することが可能であり，有機米流通の問
題解決の鍵となる可能性を持つとしている．
　また，Sugino and Mayrowani （2010）は，西ジャワ州の有機
野菜農園が行っている，有機野菜宅配サービスの利用者に対
するアンケート調査結果から，消費者は有機野菜の品質に満
足を感じていること，有機農産物の生産基準に基づく認証は
重要だが，認証コストを低減し価格への転嫁を最小限とする
必要があると考えていることを報告している．
　経済成長に伴いインドネシアでも高価値農産物の需要が
高まっている．特に有機農産物を代表とする化学資材の使用
を低減した農産物は，環境負荷低減の効果も期待され，政府
の中長期計画で政策の焦点として随所でとりあげられてい
る．付加価値を高めた農産物が，その価値を実現するには，
一般農産物と区別した独自の流通経路を確保することが必
要である．高付加価値化は，商品経済化が進む中で小規模農
家が利益をあげる重要な手段となり得るが，流通経路の確保
を農家だけの努力で行うことには限界がある．卸売市場をは
じめとする流通インフラ，そしてソフトとしての流通チャネ
ルが必ずしも整備されていないというインドネシアの現状
をふまえると，政府の果たすべき役割はなお大きいというべ
きであろう．効率的で実現可能な政府支援の方向性を示唆す
る知見の蓄積が求められる．

結びと今後の展望

　インドネシアでもコメ自給達成後，ポスト緑の革命の特色
である就業多様化と農業の商品経済化が進展している．
　インドネシアの農業政策は，コメ自給から構造調整，市場
の一層の活用に加え地域・産業間格差の是正と焦点を変えて

きたが，特に1985年のコメ自給達成後，アグリビジネスとい
う言葉に代表される農業の商品経済化を強力に推進してい
る．しかしながら，現在の政策は，プランテーションの不適
切な開発による環境・社会問題など，商品経済化の負の側面
への対応が不足している．また，就業多様化によって農村や
国内経済における農業の相対的な重要性が低下するなかで，
誰が農業生産を担うのか，農業をどのように発展させていく
べきか，という議論も行われていない．
　インドネシアの農村部において，インフラ整備，教育，労
働市場へのアクセスといった課題を抱えながらも，農外就業
は貧困解消のための重要な手段と認識されている．農外就業
の拡大は，世帯収入の改善により農業投資が増加し，農業生
産にはプラスの効果を与えるとの見解が多い．農外就業の重
要性が増す中で，農家が将来の農業経営をどのように考えて
いるのだろうか．世帯収入における農業の重要性が低下して
も，農家は農外就業で得られた収入を，農業に投資すること
を続けるのだろうか．就業多様化が進む中で農業生産の水準
を維持するには，農外収入を農業投資に回すにしても，労働
節約的な技術導入を行うなど，新しい農業経営戦略を農家が
採用することが求められるのではないか．農家の意識が，就
業多様化に伴いどのように変化しているのか知ることが，兼
業深化がインドネシア農業に与える影響を予測し，就業多様
化と農業の維持・発展を両立させる戦略を形成するのに有益
であろう．
　急速な需要拡大と高い収益性を背景として，インドネシア
におけるオイルパーム生産は急速に拡大している．プラン
テーション企業による大規模な農業投資は，農業・農村の開
発に必要な資本，技術，市場アクセスを提供するが，森林破
壊，土地収奪といったネガティブな影響も大きい．農業投資
と地域の小規模農民の利益を共存させる手段の一つが，プラ
ンテーション開発と契約栽培の統合であり，インドネシア政
府が実施しているオイルパーム生産におけるNESは，そのモ
デルケースとなり得る．またこれを民間活動によって補完す
るCSR活動にも期待が寄せられる．残念ながら，NESの成功
例は少なく，プログラムに期待された効果を十分発揮できて
おらず，またCSRはなお緒についてばかりではあるが，成功
事例を発掘し，これらの活動が成果を上げる条件を解明する
ことは，大規模農業投資と地域コミュニティーが共存共栄す
る方法を提案する上で，重要な示唆を与えてくれるものと考
えられる．
　高価値農産物による農家の経営改善を実現するには，農産
物生産に加え，付加価値を高めた農産物を他の農産物と差別
化して消費者へ提供する流通機構の整備が不可欠である．シ
ステムの整備を，資本に乏しい個別農家が行うことは難しく，
政策による支援が有効である．小規模農家による農産物高付
加価値化の取り組みに，政府がどのような役割を果たす必要
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があるかを考えることが求められている．特に2001年から本
格的に開始された地方分権政策により，企業経営の発想や住
民参加の手法を取り入れて革新的な自治体運営を試みてい
る首長が各地に現れている．こうした首長の中には，地域の
特徴を生かした付加価値の高い農産物生産による地域振興
を図る者もある．こうした取り組みが，地域の農家の経営に
どのような影響を与えたかをみることは，高付加価値化によ
る農民の福祉向上の可能性を検討する上で重要である．
　人口稠密，土地資源が逼迫しているジャワ島及びバリ島に
対し，スマトラ島，カリマンタン島，スラウェシ島などの外
島と称される地域では，相対的に人口密度が低く，土地資源
が豊富である．インドネシアの国土は，対照的な特性を持つ
二つの地域に区分される．インドネシアの農業生産も，主に
国内需要に供される稲に代表される食料作物と，輸出が中心
で外貨の獲得源であるプランテーション作物という二面性
を持つ．Rada et al. （2012）が指摘しているように，地域性と
農業形態の双方で二面性を抱えるインドネシア農業の発展
経過を分析することは，作物間，地域間の資源配分に苦慮す
る他の途上国にも重要な示唆を与えることができるだろう．

和文抄録

　本稿では，経済成長を続ける中で，ポスト緑の革命時代の
特徴である就業多様化と商品経済化が進展するインドネシ
アの農業・農村が抱える問題を明らかにし，今後取り組むべ
き研究課題を既往研究のレビューを通じて展望した．同国の
農業政策は，基本的には商品経済化を強く推進するものであ
るが，新たに発生する問題に対処し，一方で進展する就業多
様化の動き中で，将来の農業のあるべき姿を実現するものと
しては不十分な点が多い．就業多様化は農家の投資力を向上
させ，農業にもプラスの効果が期待できる．一方，職業とし
ての農業の重要性が低下するなかで，農家がどのように自ら
の経営を発展させていこうと考えているのかを明らかにす
る必要がある．商品経済化の手段には，大規模生産によるコ
スト低減と生産物の高付加価値化がある．大規模生産の代表
例であるプランテーションにおけるオイルパーム生産は，収
益は高いがプランテーションと地域コミュニティーとの間
に紛争を頻発させている．企業と小規模農家の協力を成功さ
せる要因の分析が，オイルパーム生産を環境や社会と調和し
たものとするために必要である．高付加価値化は，小規模農
家が利益をあげる重要な手段となり得る．付加価値を高めた
農産物が，その価値を実現するには，一般農産物と区別した
独自の流通経路を確保することが必要である．流通経路の確
保を農家だけの努力で行うことには限界があり，どのような
政府の支援が必要かを明らかにすることが求められている．

補　　注

１） 行きすぎた商品経済化の例のひとつが，本稿でもとりあ
げるオイルパーム企業と地域社会の紛争であろう．ま
た，農薬や化学肥料の過剰施用も商品経済化のもたら
す弊害である．Barbier （1989）は，薬剤耐性のあるトビ
イロウンカがインドネシアで1986～1987年に大発生し，
５～６万haの水田が被害を受けたことを例として，商業
的な作物生産を促進する経済政策の失敗が，インドネ
シア農業の持続的な発展を妨げていると述べている．

２） 就業多様化の進む中での農業・農村のあり方を考える論
点の代表例として，担い手の問題があげられる．多様
化する消費者の需要に応え，農業が競争力を維持して
くためには，生産性の向上に加え，品質の向上，安全性，
トレーサビリティーといった高度な技術的課題に取り
組む必要がある．就業多様化による農業就業人口の減
少と兼業化は，高度な技術を使いこなせる優秀な人材
の確保を困難とするだろう．後述するように，最近の
中期農業開発計画で，農業を魅力ある産業とすること
による若者層の担い手としての取り込みが議論されて
いることは，注目に値する．

３） プランテーション企業による土地取得は，法律に従った
手続きが行われていたとしても，実際には土地所有者
（多くは小規模農家）に対する適切な補償が行われな
かった，法的な手続き自体が不正な方法（役人に対す
る贈賄）で行われた等の事例も多く，プランテーショ
ン企業と住民の間には土地を巡る多数の紛争が生じて
いる（IRIN, 2010）．このような土地取得は，「収奪」と
呼ぶべきものであろう．

４） Baumann （2000）は，政府が小規模農家スキームを好む
理由として，小規模農家が恵まれた条件で商品作物生
産に参入できると同時に，外貨の獲得，過剰人口の新
開地への移住，土地の再配分といった政策目標を達成
できることを指摘している．プランテーション開発を
地域住民に受け入れさせるのは必ずしも容易ではない
が，小規模農家にもメリットがある開発方式を提案す
ることで，住民の理解を得ることが可能になる．

５）Rist et al.（2010）は，研究対象とした小規模農家スキー
ム（NES）を，パーム油企業が，農家から提供された土
地をオイルパーム農園として整備し，その一部を農家
に分譲する一方，残りの農園を企業が直接管理するも
のと述べている．NESには，このように利用権を持つ住
民から企業が土地の提供を受ける他，企業が国有林の
利用権を国から取得し，開発された農園の一部を小規
模農家に分譲する方式もある（杉野ら，2013）．

６） 当時，政府の指導により農村に設置した農村組合（Kop-
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erasi Unit Desa: KUD）は，協同組合としての機能を全く
発揮していなかった．Ophirプロジェクトでは，KUDに
代わる組合組織として，「自立的な農家の組合（self-reliant 

farmers  ̓organization）」を設置し，農家組合が集団として
生産に責任を持ち，収益も組合員に均等に配分するシ
ステムを確立した．Ophirプロジェクトが開始された80
年代当時は，政府は農家の自己管理能力に疑問をもっ
ていたことが，「自立的な農家」の概念が政府に受け入
れられなかった原因であろう（Jelsma et al., 2009）．
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